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第１章 共 通 事 項 

 

第１条  適 用 

この特記仕様書は、千葉県土木工事共通仕様書（令和７年４月版）（以下「共通仕様書」と

いう。）でいう特記仕様書で、本工事の施工に適用する。 

２ 本特記仕様書に規定のない事項については別に定める「土木工事共通特記仕様書」及び「土

木工事共通仕様書」によるものとする。 

３ 本工事で適用する土木工事共通特記仕様書の詳細は別表に示すとおりとする。 

 

第２条  環境対策 

受注者は、千葉県が運用を開始している環境マネジメントシステムの構成要素をなす「公共

工事における環境影響の低減」を推進し、達成するため施工計画書の『環境対策』内に、独立

した項目として「環境に配慮した工事の実施計画」について記載するものとする。 

２ 工事施工にあたっては、騒音防止及び排気ガス対策を施した機械を使用するものとし、これ

によりがたい場合は監督職員の承諾を得なければならない。 

 

第３条  建設副産物 

１ 共通事項 

（１）「千葉県建設リサイクル推進計画２０１６」及び「千葉県建設リサイクル推進計画２０１

６ガイドライン」に基づき、本工事に係る「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進

計画書」を作成し、施工計画書に含め各１部提出すること。 

また、計画の実施状況（実績）については、「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用

促進実施書」を作成し、「建設副産物情報交換システム工事登録証明書」と合わせて提出す

るとともに、これらの記録を工事完成後一年間保存しておくこと。 

なお、上記各計画書及び各実施書の作成に当たっては、「建設副産物情報交換システム

（ＣＯＢＲＩＳ）」を用いて登録・作成しなければならない。 

◎作成対象工事 

「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」は請負金額が、「再生資源利

用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」は最終請負金額が１００万円以上の全ての工

事について建設資材の利用、建設副産物の発生・搬出の有無にかかわらず作成する。 

（２）「建設副産物の処理基準及び再生資材の利用基準」に基づき、建設副産物の処理に先立

ち、「建設副産物処理承認申請書」を作成し、監督職員の確認を受け、同申請書を１部提出

すること。なお、建設廃棄物の処理を委託する場合は、収集運搬又は処分について許可業者

と各々建設廃棄物処理契約を締結し、「建設廃棄物処理委託契約書」を監督職員に提示する

とともに、同契約書の写しを同申請書に添付すること。 

建設副産物の処理完了後速やかに、「建設副産物処理調書」を作成し、１部提出するとと

もに、実際に要した処分費等を証明する資料（受入伝票、写真等）を監督職員に提示し確認

を受けること。 



（３）建設廃棄物の処理に当たって、産業廃棄物管理票制度に基づく紙マニフェスト方式による

場合は、複写式伝票のＤ票及びＥ票を提示すること。 

また、電子マニフェスト方式による場合は、原則として廃棄物の処理及び清掃に関する法

律に基づき指定された情報処理センターが発行する当該工事のマニフェスト情報を提示する

こと。 

 

２ 建設廃棄物及び現場発生品  

運搬に先立ち受け入れ条件等を確認し、監督職員に報告するものとする。また、工事発注

後、事情により上記の指定処理により難い場合は、監督職員と協議するものとする。 

（１）土砂 

本工事により発生する土砂は、現場内に残土受入れ施設工として既存の施設の一部の大型土

のうを移設し、その中に押土するものとする。 

 

第４条  事業損失防止施策 

工事施工期間中は、地山の変動、湧水等の動態には十分注意し、地盤沈下、振動、移動等の

測定及び沿道、近隣工作物等の事前事後調査等の結果、近隣に影響をおよぼす恐れ等、異常が

ある時は速やかに監督職員に報告し、その指示を受けるものとする。 

 ただし、これによりがたい場合は監督職員と協議するものとする。 

 

第５条  工期 

本工事の工期は，契約日の翌日から令和 9 年 3月 25 日までとする。 

なお、工期には、施工に必要な実日数（実働日数）以外に以下の事項を見込んでいる。 

準備期間 40 日間 

後片付け期間 20 日間 

雨休率 

※休日と天候等による作業不能日を見込むための係数 

雨休率＝（休日＋天候等による作業不能日）／実働日数 

0.78 

 

 

うち休日（土日、祝日、年末年始休暇及び夏季休暇） 37 日間 

 

 

 

第２章 一 般 施 工 

 

第６条 事前測量 

工事着手前に事前測量を実施し、施工範囲について図面及び現地で監督職員の承諾を得るこ

と。 

 



第７条 仮設工 

本工事の汚濁防止にあたっては汚濁防止フェンスの設置を原則とする。 

その他は任意仮設であり、現地の状況を十分把握し、安全性、経済性、細部構造等について

十分検討を行い、受注者の責任において決定し、施工するものとする。 

 

第８条 工事中の安全確保 

交通誘導員の配置は、下表に示すとおり、配置し、自転車、歩行者及び通行車両等の安全確

保を図るものとする。 

 

２ 各作業の実施に当り安全確保のために必要と判断される場合は、交通誘導員を配置して施工

するものとする。 

３ 交通管理者等との協議条件など社会的要件、現地精査に基づき配置人員の変更が必要になっ

た場合は、監督職員と協議するものとする。 

 

 

第５章 その他 

 

第９条 変更 

以下については、変更協議の対象とし、それ以外については、土木工事請負契約における設

計変更等ガイドライン（総合版）によるものとする。 

 

第１０条 騒音・苦情に対する処理 

受注者は、近隣住民及び通行者等からの要望・苦情に対しては、懇切丁寧に対応し、その内

容を直ちに監督職員に報告すること。 

２ 受注者は、工事の司法やトラブルを未然に防ぐため、近隣地区の住民に対し、事前に工事の

周知を十分に図ること。 

 

第１１条 付則 

特記仕様書に定めのない事項や、内容に疑義が生じた場合には、監督職員と協議して処理す

るものとする。 

 

 

 

 作業区分 昼間作業 配置箇所 備 考 

鹿島川 資機材等搬出入時 

１人/日以上   

（交替要員無し） 

（うち有資格者誘導

員１人） 

一般国道２９６号 － 



 

特記仕様書別表 詳細は土木工事共通特記仕様書 第２章 選択編をご参照ください 

条 条目 適用(不要項目に二重取消線) 

第２－１条 電子納品 
・該当する（副本登録する） 

・該当する（副本登録しない） 

第２－２条 工事監督支援業務の担当技術者 
・該当する 

・該当しない 

第２－３条 

建設工事に係る資材の再資源化

等に関する法律（建設リサイク

ル法） 

・該当する 

・該当しない 

第２－４条 難工事の指定 
・該当する 

・該当しない 

第２－５条 「三者会議」の実施 
・該当する 

・該当しない 

第２－６条 
熱中症対策に資する現場管理費

の補正の試行工事 

・該当する 

・該当しない 

第２－７条 快適トイレ 
・該当する 

・該当しない 

第２－８条 週休２日制適用工事 

・現場閉所による週休２日工事 

・週休２日交替制工事 0 

・該当しない 

第２－９条 遠隔臨場 

・発注者指定型 

・発注者指定型以外 

・該当しない 

第２－１０条 
ＩＣＴ活用工事 

※右表に対象工種を記載 

・該当する 

受注者希望型 

河川浚渫 

・該当しない 

第２－１１条 

現場打ちの鉄筋コンクリート構

造物におけるスランプ値の設定

等 

・該当する 

・該当しない 

 

 


